
⻑野県内で⼩⽔⼒発電を始める
方へ向けた許認可講習会

令和８年２⽉３⽇（⽕）
１３︓００〜１５︓００
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•本講習会の背景と趣旨

•⻑野県ゼロカーボン戦略と中間⾒直
しの概要

•⽔⼒発電に係る県の取組
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本講習会の背景と趣旨

3



⼩⽔⼒発電導⼊状況の全国⽐較

固定価格買取制度を利⽤した発電設備導⼊状況（令和７年３⽉末時点）

固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト公表資料を基に集計
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary

⻑野県 導⼊件数 ９９ 件 全国１位

※ 移⾏認定分を含む

導⼊容量 217,054kW 全国１位

30,000kW未満で

うち、1,000kW未満で

導⼊容量 14,198 kW 全国３位
⻑野県 導⼊件数 ７7 件 全国１位

うち、200kW未満で

⻑野県 導⼊件数 ６１ 件 全国１位

導⼊容量 5,978 kW 全国１位

規模の大きい発電所は大手電
⼒会社の事業が多い

⼟地改良区等の事業主体が主⼒
今後は新たな事業主体の参⼊が
必要となる

※１位富山県（17,041kW）、２位岐阜県（15,313kW）



⽔⼒発電開発の際に各種許認可申請が煩雑…
申請書に書くニュアンスが分からない…
提出しても手直しが多く時間がかかる…

本講習会で各種許認可申請のポイントを提示
申請者も、受理側も負担減とし、開発までのリード
タイムの短縮につなげる
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本⽇の内容
関係法令説明部局内容

ーゼロカーボン推進課ゼロカーボン戦略とロードマップにおける⽔⼒発電
の位置づけ他

河川法建設部河川課河川法に基づく発電⽤⽔利使⽤の手続き及び留意事
項について

河川法企業局電気事業課⼩⽔⼒発電⽔利権申請ガイドブックについて

砂防法建設部砂防課砂防法に関する⾏為・占⽤許可申請について

森林法林務部森林づくり推進課森林法における制限等の概要

⾃然公園法、⻑野県⽴⾃
然公園条例

環境部⾃然保護課⾃然公園法、⻑野県⽴⾃然公園条例に係る手続きに
ついて

ー農政部農地整備課農業⽤⽔を活⽤した⼩⽔⼒発電を進める際の留意点
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⻑野県ゼロカーボン戦略と
中間⾒直しの概要
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2024年は、⻑野県の過去30年の平均気温よりも1.50℃高く、統計開始
（1898年）以降、最も高い気温となっている

１位 2024年（+1.5℃）
２位 2023年（+1.3℃）
３位 2020年（+0.8℃）

１位 2024年（+1.5℃）
２位 2023年（+1.3℃）
３位 2020年（+0.8℃）

長野の年平均気温の変化

出典︓気象庁HP ⻑野の年平均気温（http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html）

長野県の年別平均気温と
過去30年の平均気温との差の順位

日焼けしたりんご ⽣理障害により
内部褐変したレタス

コメの⽩未熟粒

 農業への影響

 スキー産業への影響

果物や野菜の品質、収量が低下

グレー：現在の降雪量
ピンク：将来の降雪量
（折れ線は平均値）

⻑野県の気候変動と産業への影響

8



令和３年（2021年）６⽉に「⻑野県ゼロカーボン戦略」を策定
⇒ 2030年度までに温室効果ガス正味排出削減60％を目指す

ゼロ６割減

社会変革、経済発展とともに
実現する持続可能な脱炭素社会づくり

◆ 再⽣可能エネルギー⽣産量
2030年度までに２倍、2050年度までに３倍

基本
目標

数値
目標

◆ 最終エネルギー消費量
2030年度までに４割減、2050年度までに７割減

目標

二酸化炭素を含む温室効果ガス正味排出量を
2030年度 2050年度 を目指す

分野別の施策

温室効果ガス排出量の削減目標

・EV・FCVで安心・快適に走れる充電インフラを充実
・多様な移動手段の確保
（公共交通への積極的支援、MaaS、グリーンスローモビリティ、⾃転⾞ 等）

１ 交 通

・全ての新築建築物のZEH・ZEB化を実現
２ 建 物

・ESG投資を呼び込む事業活動のゼロカーボン化を支援
・ゼロカーボン基⾦でグリーン分野への挑戦を後押し

３ 産 業

・地域事業者と連携し住宅太陽光と⼩⽔⼒発電を徹底普及
・エネルギー⾃⽴地域づくりを強⼒に推進

４ 再⽣可能エネルギー

・森林CO2吸収量を増加、まちなかグリーンインフラを拡大
・信州気候変動適応センターを中心に適応策を実⾏

５ 吸収・適応

・信州環境カレッジを核に多様なカリキュラムを展開
・「ゼロカーボン社会共創プラットフォーム」を始動

６ 学び・⾏動

※数値目標は対2010年度⽐

（対2010年度⽐）

⻑野県ゼロカーボン戦略の概要
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最新の温室効果ガス排出量は、基準年の2010年から約20％減少
⇒ 2030年度６割削減の目標達成に向け、更なる取組が必要

ゼロカーボン戦略の中間⾒直し
※戦略において、策定から
５年目の2025年度を
⾒直し時期に予め設定

2025年度は に取り組む

3,800 3,747 3,550 3,556 3,332 3,347 3,330 3,311 3,192 3,018 2,956 3,181 
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1,381 

3,712 3,497 
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7,987
(▲52.6%)

16,863 16,854
(▲0.1%)

16,283
(▲3.4%)

16,234
(▲3.7%)

15,879
(▲5.8%)

業務

産業

家庭

運輸

廃棄物

CO2以外
15,446
(▲8.4%) 14,865

(▲11.9%)
14,843

(▲12.0%)
14,379

(▲14.7%) 13,798
(▲18.2%) 13,038

(▲22.7%)

総排出量（千t-CO2）
括弧内は基準年度比

13,913
(▲17.5%)
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地球温暖化の状況

課題現状
・⽶国のパリ協定再離脱表明
・国内EV市場の低調
・再エネ事業が課題に直面（物価上昇、自然調和
等）

・価格高騰、トランプ関税等による生活・事業のひっ迫
・誤情報の流布、懐疑論等の再浮上、再エネへのネガ
ティブイメージのまん延

・適応策強化を求める声の高まり

・2030年までに再エネ設備容量３倍増、省エ
ネ改善率倍増、蓄電容量６倍増を合意

・エネルギー安全保障の要請の高まり
・脱炭素化を通じた経済成⻑や産業競争⼒の
強化を目指す動き

世
界

・国際的な枠組みに応じた目標・方針を継続日
本

・デカップリング＊の不安定化
・現状ペースでは、排出量は約６割削減目標のところ
約４割削減、再エネは２倍増目標のところ1.5倍増
の⾒込み

・ロードマップで目標を高くした家庭,産業部門の削減の
加速化

・温室効果ガス総排出量は近年減少傾向
・全国よりもデカップリング＊が進展
＊経済は発展しつつ、温室効果ガス総排出量
とエネルギー消費量の削減が進む傾向

・運輸・業務部門は⼀定の削減を⾒たが、家
庭・産業部門は削減量が少ない

⻑
野
県

 「地球沸騰化の時代が到来」（2023グテーレス国連事務総⻑）
 ⽇本の年平均気温が２年連続で観測史上１位（2024）
 ⻑野の年平均気温は2024年までの100年で＋1.4℃
 近年の猛暑事例のいくつかは、地球温暖化がなければほぼ起こり得なかった（気象庁）

戦略策定後の地球温暖化対策の状況
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戦略策定後の地球温暖化対策の状況
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県内総生産

長野県
30ポイント差
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国と県の経済成長と温室効果ガス（ＧＨＧ）総排出量の比較
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差が大きい
=経済成⻑と温
室効果ガス排出
の「デカップリン
グ」が進んでいる

骨子案概要⻑野県ゼロカーボン戦略 R7中間⾒直し 概要②



県⺠等と考え⽅を共有
戦略の目標を維持。その上で、県⺠等と改めて考え⽅を共有するとともに、脱炭素化の各種
取組を拡充・追加。
■世界中で気候変動が顕在化・深刻化し、各国政府や内外の自治体が温暖化対策に取り組んでいる中、とりわけ豊かな

自然の恵みを享受する⻑野県も産業の近代化に伴い気候変動要因の⼀部を生み出してきたことを認識し、これからも美し
い信州を維持していくために、脱炭素化をリードし、世界に貢献していく。

■気候変動等環境対策に取り組むことを通じて、産業構造・都市構造・ライフスタイルの転換を進め、経済的な繁栄を享受
するとともに、環境と共生し、多様性が尊重され健康で文化的な人間らしい生活が営まれる社会、すなわち⼀人ひとりの県
⺠がしあわせを実感できる「ゆたかな社会」を実現する。

■猛暑や災害の激甚化、農産物の高温障害等が進⾏していることから、気候変動への適応を加速する。

① 環境（配慮）技術を活用した産業・社会構造の転換
◇脱炭素技術等の環境（配慮）技術を活用して、地域産業・地域社会の構造転換を促進
◇エネルギー自⽴地域の創出やウォーカブルなまちづくり、ＥＶシフトなど都市構造や社会構造の転換を推進

② 経済的メリットの可視化等による省エネ・再エネの取組の促進
◇省エネ・再エネ導⼊による⻑期的な経済的メリットを客観的に⽰すことにより取組を促進
◇経済的インセンティブを与える施策により取組を促進（公益性の高い分野でも取り組める体制も整備）
◇環境価値を重視したビジネススタイルへの転換を促進

③ 信州の自然・環境に根差した暮らし・ライフスタイルへの転換
◇信州の自然・環境に根差した昔ながらの“ていねいな暮らし”や“生活の知恵”などを⾒つめ直し、その価値を共有し、これ
までの大量消費・大量廃棄型でない、環境負荷が⼩さい持続可能なライフスタイルへの転換を促進

④ 気候変動適応策の強化
◇猛暑、災害の激甚化などに対応するための環境整備等を推進
◇農業を始めとした各種産業の気候変動への適応を加速

今後の施策の重点⽅針
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骨子案概要⻑野県ゼロカーボン戦略 R7中間⾒直し 概要③



排出量等の状況と今後の施策

骨子案概要⻑野県ゼロカーボン戦略 R7中間⾒直し 概要④

今後の主な施策課題・ボトルネック
•BEVの試乗会等の開催やコストメリット等の発信
• [新] 再エネ電源によるＥＶ充電設備の導入支援
•PHEV、HEVへの買い替えの普及啓発等
• [拡] トランジットモールやパークアンドライド駐⾞場の整備等、市町村のまちづくりと連
携した取組の推進

•BEVの高価格、航続距離不安
•自家用⾞の利便性が増⼤し、公
共交通利用への転換が進まない

•移動⼿段、⼟地利用の制限が
難しい

運
輸

• [新] 県⺠⼀丸の新たな省エネ運動、昔ながらの“ていねいな暮らし”や“⽣活の知恵”
の⾒つめ直し

• 新築住宅の誘導基準(ZEH水準)適合義務化の県条例改正
• [新]リフォームや耐震化等と合わせた省エネ改修の提案

•⼤量消費・⼤量廃棄型の便利
な⽣活様式への慣れ

•既存住宅の省エネ改修や再エネ
導⼊の初期費用の負担感

家
庭

• [新] 計画書制度の拡充やカーボンプライシングの制度の調査・検討、事業者への排
出量削減支援などの施策の検討

• [新] 製品ライフサイクル全体の排出量削減⽀援
• [拡] サステナビリティ・リンク・ローンの推進
• [新] 事業所用太陽光発電設備の初期費用の低減
• [新] ZEB化のコストメリットの調査分析、発信

•厳しい経営の中、環境対策のた
めの人材・財政的リソースが不⾜

•脱炭素化コストに対する経済的
メリット等の可視化ができていな
い

産
業
・
業
務

• [拡] 再エネ導⼊のコストメリット等の発信
• [拡] 県内地域エネルギー事業者への⽀援等を通じたエネルギーの地消地産による地域
内経済循環

• [拡] 新築建築物への再エネ設備の設置義務化の県条例改正、対象建築物等の段
階的な拡⼤の検討

• [新] ベランダや壁、積雪地域住宅等への再エネ設備設置促進を検討
• [拡] 県内産業における再エネ由来の⽔素利活用の促進
• [新] ⻑野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例の運用状況の検証
• [新] 地域共⽣型のソーラーシェアリングや地域調和型・地消地産型⼩水⼒発電の推
進に向けて体制(仕組み)を整備し、ガイドライン策定等の取組を実施

•初期費用の負担感、メリット等
の可視化ができていない

•再エネ設備の設置が困難な屋根
形状等の住宅がある

•景観や営農への影響への地域住
⺠・農業者の不安

•河川等における開発⼿続の理解
向上や地域共生型事業構築の
ための仕組みがない

再
⽣
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

• [新] 電気事業者に、化⽯燃料の消費削減と非化⽯エネルギー源の利用を要請
• [新] 国に、脱炭素の成果を電気事業者の電源構成に依らずに比較できる統計調査
を実施するよう要請

• 電気事業者の化⽯燃料由来の
発電が排出量に大きく影響

発
電 14



2021年度
（最新実績）

2030年度
見込み

117

244

147

124

164

その他 113 (廃棄物、その他温室効果ガス)

産業部門
318

業務部門
273

家庭部門
338

運輸部門350

必要削減量

▲106

▲191

▲154

計▲595

▲149

110

250

232

167

212

現状ペース
2030年度
目標

基準年度比６割削減
（森林吸収量を含む）▲419

計1,391 計972 計797
※端数処理等の関係で、合計値と内訳の合計が一致しない場合がある

温室効果ガス総排出量の状況（万t-CO2）

175不足

6不足

85不足

48不足

43不足

水力発電
21,324

その他
2,633

その他
太陽光発電
5,050

住宅
太陽光発電
1,807

2023年度
（最新実績）

拡大目標

計9,910増

892増

2,603増

3,828増

257増

5,736

2,769

22,592

2,883

2030年度
見込み

現状ペース

2030年度
目標

8,878

2,890

22,216

4,410

技術進展等
2,330

3,166増

計 30,814 計 33,980 計 40,724

6,431増

※端数処理の関係で、合計値と内訳の合計が一致しない場合がある

再生可能エネルギー生産量の状況（TJ）

6,744不足

1,527不足

3,142不足

376超過

121不足

排出量等の状況と今後の施策

骨子案概要
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⻑野県ゼロカーボン戦略 R7中間⾒直し 概要⑤
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⽔⼒発電に係る県の取組
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⼩⽔⼒キャラバン隊による支援

適地選定、事業性評価、発電設
備の選択、各種調査、維持管理
の方法等太陽光発電と⽐べても
事業の難易度が⾼い

経験・ノウハウ

持続的な再エネ事業の実施の
ためには地域の理解が不可⽋。
また、河川法に基づく⽔利権
申請に当たり、関係河川使⽤
者（漁協等）の同意が要件

地域同意

⼩⽔⼒発電導⼊推進事業
による支援

収益納付型補助⾦による支援

⼩⽔⼒発電設備の導⼊には150
万円/kW以上の費⽤が必要。相
当の⾃⼰資本に加えて⾦融機関
等からの融資調達が必要

資⾦調達⼒
⼩⽔⼒発電事業者に求められる要素

環境部ゼロカーボン推進課の取組

R8年度より地域調和・地消地産を目指した発電事業者の組織を構成予定



⑲ くだものの里まつかわ発電所
（R3.4.1運転開始）

⑱ 信州もみじ湖発電所 （R3.6.1運転開始）⑳ 小渋えんまん発電所 （R3.4.1運転開始）

㉕ 金峰山川発電所 （R6.6.1運転開始）

㉔ 森泉湯川発電所 （R6.6.1運転開始）

『長野県公営企業経営戦略』に基づき、令和７年度までに着手ベースで36か所と

することを目標に新しい発電所の建設、既設発電所の改修等を推進※
≪企業局の発電所数≫

※：( )内は賄える世帯数を1世帯の年間消費電力量3.6千kWhで試算

発電電⼒量
（※）

出⼒合計
(kW)

発電
所数区 分

442,000千kWh
(12万2千世帯)109,58926運転中

17,184千kWh
(5千世帯)3,5245建設中

(受託工事含む)

459,184千kWh
(12万7千世帯)113,11331計

㉗ 湯の瀬いとおしき発電所
(令和５年７月着工)

企業局における水力発電所の状況等について

※これまでの完成実績（平成29年度～令和7年10月）

・新しい発電所の建設 ９か所

・既設発電所の改修 ９か所

・出力合計（新設＋出力増強）：8,759kW

㉖ 越百（こすも）のしずく発電所
（R7.10.1運転開始）

ターゴインパルス

⽔
⾞

ターゴインパルス⽔⾞

（Ｒ７.10）



市町村や民間企業と連携した電源開発の加速化

新規電源開発地点発掘プロジェクト（平成30年度～）

～市町村や関係部局と連携した電源開発～

令和４年度 飯田市・松本市・上田市に発電建設事務所を設置

令和５年度 環境部と連携し、各地域振興局と情報交換

令和６年度 プロジェクトで開拓した金峰山川発電所・
森泉湯川発電所の運転開始

令和７年度 県内での新規電源開発が加速化するよう
全県を網羅的に調査・データベース化

信州Ｇｒｅｅｎ電源拡大プロジェクト（令和３年度～）

～民間企業と連携した水力発電所の建設推進～

令和３年５月 セイコーエプソン㈱、中部電力ミライズ㈱、
県企業局で協定を締結

セイコーエプソン㈱が調達した企業局発電所等
からのＣＯ2フリー電気の購入費用の一部を
「越百のしずく発電所」の建設費として支援

令和５年11月 参加企業が、キッセイ薬品工業㈱、㈱キッツ、
ＫＯＡ㈱、セイコーエプソン㈱、㈱八十二銀行、
㈱ユウワの６社に拡大

新たに「湯の瀬いとおしき発電所」の建設費に
対して支援

協定締結に関する
記者会見の模様

支援を受け建設中の
「湯の瀬いとおしき発電所」完成予想図

︓調査地点
（全26か所）
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県庁舎の電気を

100％地消地産化

水力発電所を防災拠点や

学びの場として活用

西天竜発電所で白馬高校などが

脱炭素スタディツアーを開催（R6年５月）

災害時は交流センターを開放

（自立運転で電源確保）

企業局電力の活用等により

使用電力の再エネ100%化を実現

（R6年７月～）

災害時における

地域への電力供給の検討

県内モデル地域において

災害時に企業局発電所から

電力供給を行う実証実験を予定

被災時 （イメージ）

電源開発に加えた企業局電力活用等の取組
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⼩水⼒発電適地調査

⇐県ホームページ
https://www.pref.nagano.lg.jp/n
ochi/kurashi/ondanka/shizen/ha
tsuden/event.html

平成24年度 基幹的農業用⽔路
（受益面積100ha以上）
令和４年度〜 施設管理者から要望のあっ
た中⼩規模の農業用⽔路
（受益面積100ha未満）

※かんがい期最大流量で算出
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⻑野県⼟地改良施設
エネルギー推進協議会

会員︓県、市町村、⼟地改良区等で構成
（現在９９団体）

目的︓⼟地改良施設に係る維持管理費の負
担

軽減を図るため、施設を活用した⼩⽔⼒
等発電施設の導⼊に向け、会員相互の
情報共有や課題の検討、技術⼒向上の
ための⽀援を⾏い、⼩⽔⼒等発電の円滑
な導⼊を推進

研修事業
〜R5まで 導⼊事例の紹介

会計方法の研修
R6 ⺠間事業者のプレゼンテーション
（会員から50名、企業３社が参加）

22
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（参考）県HPリンク先一覧
URLリンク先概要関係法令

https://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/infra/kasen/kanri/syousuiryokusoudanmad

oguchi.html

⼩⽔⼒発電相談窓⼝の設置（河川法・
流量データ関係）

河川法関係

https://www.pref.nagano.lg.jp/sabo/siryou/documents/sabositei.html砂防指定地とは砂防法関係
https://www.pref.nagano.lg.jp/infra/shinsei/sabo/index.html申請様式

https://www.pref.nagano.lg.jp/rinsei/sangyo/ringyo/shisaku/bassai-seido.html伐採及び伐採後の造林の届出制度森林法関係
https://www.pref.nagano.lg.jp/shinrin/sangyo/ringyo/hozen/hoanrin/index.html保安林制度

https://www.pref.nagano.lg.jp/shinrin/sangyo/ringyo/hozen/todokedesho.html林地開発制度

https://www.pref.nagano.lg.jp/yasei/sangyo/ringyo/shuryo/hogozu/index.html鳥獣保護区について

https://www.pref.nagano.lg.jp/shizenhogo/kurashi/shizen/koen/kisei.html⾃然公園法令・⻑野県⾃然環境保全条
例の規制・手続き

⾃然公園法
関係

https://www.pref.nagano.lg.jp/shizenhogo/kurashi/shinse/shizen/kokuritsu.html国⽴公園・国定公園許可申請関係

https://www.pref.nagano.lg.jp/shizenhogo/kurashi/shinse/shizen/kenritsu.html県⽴⾃然公園許可申請関係
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（参考）⽔⼒発電所開発に関係する主な
許認可手続き一覧①

資源エネルギー庁「再⽣可能エネルギー事業支援ガイドブック」を基に作成
赤枠は本⽇取り扱う許認可

法令許認可手続きの種類

電気事業法

工事計画の届出手続

主任技術者の選任及び届出手続

保安規程の届出手続

使用前安全管理検査手続

供給計画の届出

建築基準法建築確認申請（太陽光発電以外）

消防法消防法に基づく申請等

農地法・農業振興地域の
整備に関する法

農地転用許可手続

森林法森林における開発許可等手続

環境影響評価法環境アセスメント

都市計画法開発許可手続

文化財保護法埋蔵文化財包蔵地土木工事等届出手続

国土利用計画法土地売買等の契約届出手続

法令許認可手続きの種類

道路交通法
①道路使用許可手続②制限外
積載許可手続

道路法
道路の占用許可手続等

道路法に基づく特殊車両通行許
可・確認制度

景観法景観法等に基づく届出

盛土規制法
宅地造成及び特定盛土等規制法
に基づく許可又は届出

砂防法砂防指定地内の行為許可等

急傾斜地の崩壊による災害の防
止に関する法律

急傾斜地崩壊危険区域内の行為
許可

地すべり等防止法
地すべり防止区域及びぼた山崩
壊防止区域内の行為許可

水産資源保護法保護水面内での工事許可

自然公園法行為許可申請等手続

自然環境保全法
自然環境保全地域等における行
為の許可又は届出

絶滅のおそれのある野生動植物
の種の保存に関する法律

生息地等保護区の管理地区内等
における行為の許可等手続
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（参考）⽔⼒発電所開発に関係する主な
許認可手続き一覧②

法令許認可手続きの種類

鳥獣の保護及び管理
並びに狩猟の適正化
に関する法律

鳥獣保護区特別保護地区の
区域内における行為許可手
続

文化財保護法
史跡・名勝・天然記念物指
定地の現状変更の許可

文化財保護法遺跡等の発見報告

港湾法
臨港地区内における行為の
届出

河川法
河川の流水の占用の許可等
手続

騒音規制法騒音規制に関する届出手続

振動規制法振動規制に関する届出手続

水質汚濁防止
法

水質汚濁に関する施設設置
の届出手続

地球温暖化対策推
進法

市町村の地方公共団体実行
計画における地域脱炭素化
促進事業の認定

資源エネルギー庁「再⽣可能エネルギー事業支援ガイドブック」を基に作成
赤枠は本⽇取り扱う許認可



ご清聴ありがとうございました
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